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研究要旨 

 健康寿命の延伸には、食塩摂取量を減らすことが重要である。減塩を達成するには食品企

業を巻き込んだ取り組みが重要な要素であり、企業が減塩活動をする際に参考になるガイダ

ンスが存在することが望ましい。本研究では、本邦における事業者向けの支援ガイドを作成

するために、国外の先行するガイダンスについてレビューを行った。 

 本研究は、文献検索データベース PubMed と Google によって検索を行った。 

 その結果、企業向けに食品の減塩目標量を設定しているガイダンスとカリウムベースの代

替塩についてまとめたガイダンスが存在した。すべて政府機関によって作成されており、義

務ではなく任意として提示されていた。作成に至った背景は、ナトリウム摂取量が各国の循

環器疾患、死亡リスクなどに主に寄与していること、現在の摂取量と目標量に乖離があるこ

と、教育的イニシアチブだけの介入では限界あることなどが報告されていた。対象の食品は、

総ナトリウム摂取量に主に寄与する食品カテゴリーとなっており、市場シェアを維持しなが

ら公衆衛生に大きな影響を与えるために、すべての食品を対象としないことなどが考慮され

ていた。また、段階的なナトリウム削減をしていくことが推奨されており、2.5 年から 5 年を

目標にナトリウム値が設定されていた。目標ナトリウム濃度の設定には、主に売上加重平均

ナトリウムが用いられており、購入数によって重み付けされているなど工夫がされていた。 

 国民のナトリウム摂取量を減少させるためには、教育的イニシアチブだけでは限界があり、

企業による減塩活動を支援するためにナトリウム減塩目標などを設定することが重要である

ことが示唆されていた。支援ガイドの作成においては、各食品に提示されている食塩濃度だ

けではなく、購買状況なども考慮し、企業の負担にも配慮したガイダンスを作成する必要が

ある。 

 

Ａ．目的 

我が国は平均寿命が延長する一方で、健

康寿命との差が大きな課題となっており

（男性 8.73 年、女性 12.06 年）、この差を

縮小させていく必要がある[1]。西欧で全粒

穀類摂取不足が死亡リスクの主な要因であ

ると報告されているのに対して、我が国を

含む東アジア地域、高収入アジア太平洋地

域ではナトリウムの高摂取量が最大の要因

であることが報告された[2]。日本人の食塩

の摂取量の平均値は10.1g/日(2019年)であ

り、この 10 年間で男性では有意な減少がみ

られるものの、女性は平成 21～27 年で有意

に減少、平成 27 年～令和元年は有意な増減

は見られず、健康日本 21(第 3 次)の目標量

（7g 未満/日）にはすべての世代において到

達していない[3]。世界保健機関（WHO）加盟

国は、2025 年までに食塩摂取量を 30%削減

することで同意していることなどから食品

企業を巻き込んだ取り組みが必要となる

[4]。 

 企業が減塩活動をする際に参考になるガ

イダンスが存在することが望ましいが、我

が国においては、これまでにそのような取

り組みが十分に行われていない。 

 そこで、事業者向けの減塩支援ガイドを

作成する上での参考資料とするために、事

業者向けのガイダンスのレビューを行っ

た。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、企業向けの減塩政策のガイ

ダンスについて検索を行った。検索には、学

術文献情報データベース PubMed と Google

を用いた。英語と日本語での検索を行った。

英語の検索では、「減塩 Salt reduction」と

いう用語を、「ガイダンス Guidance」、「食品

企業 Food industry」と組み合わせて検索

した。2024 年 3 月までに出版されているも

のを対象とし、同じ国から類似のガイダン

スが出版されている場合は最新年のガイダ

ンスを対象とした。記載事項共通の項目に
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ついてまとめた。 

（倫理への配慮） 

本研究では既に学術誌に掲載された論文

内容をレビューしたものであり、「人を対象

とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針」の適用外である。 

 

Ｃ．研究結果 

１．対象国・作成元 

減塩することを目的に事業者向けの支援

ガイドを作成している国は、アイルランド

[5]、アメリカ[6]、イギリス[7]、カナダ[8]

であった（表１）。アイルランドはアイルラ

ンド食品安全局(Food safety authority of 

Ireland)、アメリカは米国食品医薬品局

（Food and Drug Administration）、イギリ

スは英国公衆衛生庁（ Public Health 

England）、カナダはカナダ保健省（Health 

Canada）がガイダンスを作成していた。 

 

２．ナトリウム削減目標の設定年 

国民のナトリウム摂取量の達成目標は、

2.5～5 年にかけて設定されており、アメリ

カが 2.5 年後、イギリスが 4 年後（2020～

2024）、カナダ（2020～2025）が 5 年後の目

標を設定していた。アイルランドは設定し

ていなかった（表１）。 

 

３．作成の背景 

ナトリウムの過剰摂取が循環器疾患を引

き起こし、主な死因になっていることが問

題となっている[5-8]。摂取量が目標量より

も多く、カナダ人においては 10 人中 6 人に

ナトリウムの過剰摂取が指摘されている

[8]。ナトリウム摂取量の低下によって医療

費削減につながることが報告されている

[6] 。また、これまでナトリウム摂取量を減

らすために教育的イニシアチブを含む公衆

衛生上の取り組みが行われてきたが、期待

された成果が上がっていないことから、食

品自体のナトリウムを下げる必要があると

結論付けられていた[6, 8]。アイルランド

では、食品企業は加工食品に不要な食塩を

使用しない製造方法を開発してきたが、加

工食品の一部の減塩は困難であり、食品企

業からカリウムベースの代替塩が提案され

た。ガイダンスでは最良な利用方法につい

てまとめた。[5]。 

 

４．現在の摂取量と目標量 

食塩の摂取量は 1 日あたり 8g/日～8.6g/

日であり、目標量は食塩 5.8g/日～7.6 g/日

であった（表 2）。 

 

５．対象業種 

食品メーカー、レストランおよびフード

サービス業務（商業的に食品を調理する施

設）を対象としていた[6-8]。市場シェアを

維持しながら、公衆衛生に大きな影響を与

えるために、全国規模および地域規模のレ

ストランおよび類似の小売商品チェーン、

全国の売上高の大きな割合を占める食品メ

ーカーを対象としていた[6]。 

 

６．対象食品とカテゴリー 

総ナトリウム摂取量のほとんどは、食品

製造および商業食品の準備中に添加される

ナトリウムが要因であるため、アメリカは

商業的に加工された食品、包装された食品、

および調理された食品を対象とし[6]、イギ

リスは塩分摂取に最も貢献している84の食

品カテゴリー、カナダは 117 カテゴリーの

加工食品および外食サービス施設に販売さ

れる食材、調理済み食品を対象とした[6-8]。

①ナトリウム摂取量への寄与、②食品中の

ナトリウム総量、③ナトリウム含有成分の

同様の機能的役割、④ナトリウム含有量を

低減するための技術的可能性などを考慮し

てカテゴリーの食品を特定、分類した[6]。

全体なナトリウム摂取量に寄与しないカテ

ゴリーや食品に関して目標量は提案されな

かった（表 4）。 

 

７．アプローチの仕方 

段階的かつ自発的であった（表 4）。 

 

８．減塩のアプローチ法の理由 

ナトリウムレベルの低減は、製品の改良

のための時間を確保するために徐々に進め

るべきである[6]。消費者の味覚が徐々に味

の変化に適応し、その結果消費者がより低

いナトリウム商品を受け入れられるように

なることが助けられる[6, 9]。数週間で嗜

好性を調整できるとの報告もあった[9]。人

口レベルのナトリウム摂取量の低減は、食

品の塩味に対する消費者の嗜好と期待が調

整されるようなペー スで遂行される

べきである[6, 9]、ナトリウム削減は他の

栄養素レベル（添加糖や飽和脂肪酸量の増

加）の変更によって食品の栄養学的質に悪

影響を及ぼすような改良につなげるべきで

ない[6]。 

 

９．モニタリングについて 
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ナトリウム量の変化を長期的に追跡する

努力を支援するべきである。 

 

１０．目標ナトリウム濃度の設定方法 

食品カテゴリーごとの目標ナトリウム濃

度を設定するために、主に売上加重平均ナ

トリウム濃度（mg/100g）が用いられていた

[6-8]。売上加重平均ナトリウムは市場数量

データと食品ラベルを用いて算出できる。1

年間にカテゴリーで販売された製品の量を

考慮した各食品カテゴリーナトリウム平均

量であり、単純な平均よりも製品消費量を

正確に反映するため、ゴールドスタンダー

ドとしてみなされている。多く購入した商

品については重みが大きくなり、購入が少

ない商品については重みが小さくなる。よ

って、メーカーによる減塩努力はそのカテ

ゴリー内でより頻繁に消費されている食品

に重点を置くことができる。その際に、食品

安全（抗菌など）、機能的役割を達成するた

めの必要な濃度は考慮されるべきであると

記載されていた[6]。ベースラインの売上加

重平均ナトリウム含有量の約 25%～30％削

減値、各商品カテゴリーで観察されたナト

リウム濃度が上限レベルとして設定されて

いた[9]。 

 

１１．代替塩について 

各国のガイダンスにおいても、減塩が困

難な場合において、必要に応じて塩化カリ

ウムなどの代替塩を用いることを認める記

載が存在した。アイルランドでは、慢性腎臓

病の有病率が 11.8%であり、カリウムベース

の代替塩使用による高カリウム血症が心臓

病患者だけでなく、腎排泄障害のある人に

影響を及ぼすとの報告があったことなどか

ら使用について検討を行った[10]。集団レ

ベルではカリウムベースの代替塩使用し、

食品中のナトリウムを減らすことは、潜在

的なリスクを上回ると結論付けていた。そ

して、脆弱な人々に対してリスクを最小化

するために食品業界へカリウムベースの代

替塩使用に関する最良の手法についてガイ

ダンスを作成していた[5]。 

 

Ｄ．考察 

減塩することを目的に事業者向けの支援

ガイダンスを作成している国についてまと

めた。アイルランド、アメリカ、イギリス、

カナダがガイダンスを作成しており、3 か国

が食品のナトリウム減塩目標を設定してお

り、1 か国がカリウムベースの代替塩につい

てのガイダンスであった。すべて政府機関

で作成、共通記載事項として、作成の背景、

現在のナトリウム摂取量と目標量が記載さ

れていた。食品のナトリウム減塩目標を設

定しているガイダンスについては、段階的

かつ自発的に取り組むことが推奨されてい

た。本研究は、減塩することを目的に事業者

向けの支援ガイドをまとめた初めての研究

である。 

減塩することを目的に事業者向けの支援

ガイドを作成している国の食塩の摂取量は

1 日あたり 8g/日～8.6g/日であった。日本

人の食塩の摂取量の平均値は 10.1g/日

(2019 年)であり、ガイダンスを作成してい

るすべての国に比べて高かった。また諸外

国で作成に至った背景と同様に、日本人で

の食塩の高摂取は死亡リスク、循環器疾患、

胃がんへの影響が大きいことや[11-14]、教

育的イニシアチブだけでは減塩効果が低い

ことが報告されていることなどから、日本

においても同様の取り組みは重要であると

考えられる。 

各国のナトリウム摂取量の達成目標は、

2.5～5 年にかけて設定されていた。カナダ

では、4 年後を見据えて（2012～2016 年）加

工食品中の減塩を目指し自主的なナトリウ

ム目標値を発表していた。その結果、目標を

達成したのはわずか 13 の食品カテゴリー

（14%）であることが報告された[15]。しか

し、カナダ人の平均食塩摂取量は減少して

おり、食生活の変化と食品業界による加工

食品のナトリウム削減の組み合わせがナト

リウム減少に寄与する可能性があると述べ

られていた。また、さらなる目標値は食品カ

テゴリーが細分化されており、日本で作成

する際も購買データなどを基に十分に検証

する必要があると考えらえる。 
本研究は、学術文献情報データベース

PubMedとGoogleを用いて幅広く検索を行っ
た。しかし、主に欧米によるガイダンスであ
った。マレーシアでは減塩政策の一環として
食品企業によってこれまで62製品の改良が
行われていることは記載されているが[16]、
詳細な記述はなくアジアでの情報が不足し
ていた。 
 
Ｅ．結論 

本結果より、減塩することを目的とした

事業者向けの現存するガイダンスの記述内

容が明らかになった。支援ガイドでは、市場

シェアを維持しながら、公衆衛生に大きな

影響を与えるために対象食品や計算方法に

工夫がされていた。実現可能な方針の設定
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が重要と考えられる。事業者向けの減塩活

動の支援ガイドには、政府関連機関と食品

企業と連携し、より効果的な減塩活動を推

進する必要がある。 
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表 1. 対象国 

国 作成元 作成年 達成目標年 

アイル

ランド 

アイルランド食品安全局(Food safety authority of 

Ireland) 

2021  

アメリ

カ 

米国食品医薬品局（Food and Drug Administration） 2021 2.5 年間 

イギリ

ス 

英国公衆衛生庁 (Public Health England: PHE) 2020 2024 

カナダ カナダ保健省（Health Canada） 2020 2025 

 

表 2. ナトリウム摂取量と目標量 

国 現在の推定量 目標量 

アイル

ランド 

食塩摂取量 11g/日以上（男性）、8g/

日（18～64 歳女性） 

食塩 6g/日 

アメリ

カ 

ナトリウム摂取量：約 3400 mg/日 

食塩換算：8.6g  

ナトリウム平均摂取量 3000mg /日 食塩換

算：7.6g 

イギリ

ス 

食塩平均摂取量 8.4g/日[17] 食塩 7g 未満  

カナダ ナトリウム摂取量：約 3400 mg/日 

食塩換算：8.6g  

ナトリウム平均摂取量 2300mg /日 食塩換

算：5.8g  

 

表 3. 作成の背景 

国 主な背景 

アイル

ランド 

食塩の過剰摂取は公衆衛生学的課題であり、食品企業は加工食品に不要な塩分を使用

しない製造方法を改善してきたが、加工食品の一部の減塩は困難であり、食品企業か

らカリウムベースの代替塩が提案された。ガイダンスでは有効な利用方法についてま

とめた。 

アメリ

カ 

過去 40 年間、複数の公衆衛生上の取り組みにより、ナトリウム摂取量の削減が試み

られてきた。しかし、これらの取り組みは、主に教育的イニシアチブを含むが、一般

的に成功していない。食品中のナトリウムのレベルを全体的に下げなければ、消費者

がナトリウムを減らすことはできないと結論づけた。 

イギリ

ス 

CVD がイギリス全死因の 1/4 を占めている。2003 年に栄養に関する科学委員会

（Scientific Advisory Committee on Nutrition：SACN)が「成人の食塩摂取量を 1

日あたり 6g に減らすべきである」との助言を行い、2004 年から減塩に向けた取り組

みを始めた。 

カナダ 成人（20-69 歳）の 19%高血圧、20%が高血圧予備群であった。また、男性の 85%以

上、女性 63%～83%が上限量（UL：14 歳以上では 2300mg/日）を超えるナトリウム摂取

量であった。同様に、幼児では、1歳～3 歳の 77%、4 歳～8歳の 93%が UL を超えた

（2004 年カナダ地域健康調査(CCHS)）。 
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表 4.対象商品、アプローチ方法など 

国 対象食品 カテゴリー 強制度

合い 

アプロー

チ方法 

アメ

リカ 

商業的に加工された

食品、包装された食

品、および調理され

た食品 

全体的なナトリウム摂取量に有意に寄

与したい特定のカテゴリー（塩漬けの

干し物、内臓肉など）は除く。 

自主的 段階的 

イギ

リス 

加工食品、外食・テ

イクアウト・デリバ

リーによる食事 

84 の食品カテゴリー、外食・テイクア

ウト・デリバリー（11 カテゴリーで購

入率が高い 10 品と子供用食事が対象） 

自主的 段階的 

カナ

ダ 

加工食品（カナダ人

の総ナトリウム摂取

量の約 77%） 

117 カテゴリーの加工食品および外食サ

ービス施設に販売される食材、調理済

み食品 

自主的 段階的 

 

  




